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介護保険制度改革の経緯・スケジュール

平成　９年１２月 介護保険法成立
　　 （法附則において施行後５年後の見直しを規定）

平成１２年　４月 介護保険法施行

平成１５年　４月 第２期事業計画期間開始（～１７年度）
　　　　　　 １号保険料の見直し、介護報酬改定

平成１６年 制度見直し案作成作業
（社会保障審議会・介護保険部会）
　平成１５年５月　　　　　介護保険部会設置
　平成１６年７月３０日　　介護保険部会報告取りまとめ
　　　　　　９月～　　　　被保険者・受給者の範囲に関する審議

平成１７年 制度改正法案を通常国会に提出（予定）

平成１８年　４月 第３期事業計画期間開始
　 １号保険料の見直し

　　　　 介護報酬・診療報酬の改定（予定）
－１－



介護保険制度の実施状況①

平成１２年４月の介護保険スタートから４年間で

・　被保険者数の２９０万人増加（１３％増）に対し、

・　要介護認定者数は１７２万人増加（７９％増）　

218万人

390万人

平成12年４月 平成16年5月

平成12年4月 平成16年5月

２，１６５万人

２，４５６万人

－２－

要介護認定者数の推移（７９％増）要介護認定者数の推移（７９％増）被保険者数の推移（１３％増）被保険者数の推移（１３％増）



介護保険制度の実施状況②

○　サービス利用者数は、在宅を中心に大きく伸び、

　平成１２年４月の介護保険スタートから４年で２倍に。

（平成１２年４月：１４９万人⇒平成１６年３月：３０３万人）

サービス利用者数の推移サービス利用者数の推移

52万人
75万人
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228万人
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平成１２年４月サービス分 平成１６年３月サービス分

施設サービス利用者数 在宅サービス利用者数

303万人（104%増）

149万人

（45%増）

（135%増）

－３－



介護保険制度の実施状況③

○　要支援・要介護１といった軽度者が大幅に増加し、
　　要介護認定者数のおよそ半分を占めるように。
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594

497
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458

平成12年４月 平成13年４月 平成14年４月 平成15年４月 平成16年５月

（要介護認定者数の推移）

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（単位：千人）

２１８２

２５８２

３０２９

３４８４

３９００

要支援　　　要支援　　　
＋要介護１＋要介護１
＝４７．９％＝４７．９％

－４－



介護保険制度の実施状況④

○　要介護度が高いほど、施設の利用割合が高い。

要介護度別の在宅・施設の利用状況要介護度別の在宅・施設の利用状況
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要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

介護老人福祉施設 介護老人保健施設
介護療養型医療施設 居宅サービス

施設施設

在宅在宅

－５－



介護保険の総費用の推移

○　介護保険の総費用、給付費は、年１０％を超える伸び○　介護保険の総費用、給付費は、年１０％を超える伸び

○　１号保険料も第１期（○　１号保険料も第１期（H12H12～～1414））から第２期（から第２期（H15H15～～1717））で１３％増で１３％増

５．７兆円

３．６兆円
４．６兆円 ５．２兆円

６．１兆円
６．７兆円

（2000年度実績） （2001年度実績） （2002年度実績） （2003年度予算) （2004年度予算)  (2005年度予算要求）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※補正後

○　総費用の伸び○　総費用の伸び

○　１号保険料○　１号保険料〔全国平均(月額･加重平均)〕

　　第１期（Ｈ12～14年度）　　　第２期（Ｈ15～17年度）　　　第３期（Ｈ18～20年度）

　　 現状のままで行くと

　　　約４，３００円に

３，２９３円
（＋１３％）２，９１１円

－６－



介護給付費の構造－在宅と施設－
○平成１２年度と平成１５年度の給付費（年額）を比較

要介護１～５要介護３～５

給付増（施設）
＋０．４兆円／年

単価差

要介護３～５の
平均で２倍の差
　施設：３２．０万円
　在宅：１５．４万円

利用者増

＋７１万人
（８５％増）

人数

単価
（１人当たり給付費）

施
設
給
付

の
見
直
し

給付増（在宅）
＋１．２兆円／年

人数
要支援～要介護２

在　宅 施　設介護予防
の推進

：平成１２年度

：平成１５年度－７－



見直しの基本的視点

制度の「持続可能性」制度の「持続可能性」
→給付の効率化・重点化→給付の効率化・重点化

｢明るく活力ある｢明るく活力ある
超高齢社会」の構築超高齢社会」の構築
→予防重視型システム→予防重視型システム
へのへの転換転換

社会保障の総合化社会保障の総合化
→効率的かつ効果的な→効率的かつ効果的な
社会保障制度体系へ社会保障制度体系へ

○保険者＝市町村権限の強化○保険者＝市町村権限の強化

○○サービスの適正化サービスの適正化

○○年金との給付調整年金との給付調整
～～入所者入所者の費用の費用負担負担のの見直し見直し
○医療との連携・調整○医療との連携・調整
～包括的マネジメント体制の確立～包括的マネジメント体制の確立
　施設や居住系サービスにおける機能分担　施設や居住系サービスにおける機能分担
○予防重視型システムへの転換○予防重視型システムへの転換

－８－

○介護○介護予防予防システムの確立システムの確立

○軽度者の給付の見直し○軽度者の給付の見直し



介護保険制度改革の主な内容
関連する事項

１．予防重視型システムへの転換１．予防重視型システムへの転換

３．新たなサービス体系の確立３．新たなサービス体系の確立

・介護予防システムの確立
・軽度者の給付の見直し

・施設入所費用の見直し（居住費用・食費）
・サービスの適正化

社会保障の総合化
（年金給付との調整）

三位一体・地域再生
（補助金改革(交付金)､権限移譲等）

・地域密着型サービスの創設
・市町村の権限強化
・交付金の創設

健康フロンティア戦略

２．給付の効率化・重点化２．給付の効率化・重点化

４．被保険者・受給者の範囲４．被保険者・受給者の範囲

→９月以降引き続き議論
－９－



対　

象　

者

一 貫 性 ・ 連 続 性 の あ る
総合的な介護予防システムの確立

×
非該当

×

Ⅰ．介護予防対策が相当 Ⅱ．介護予防対策がある

程度進んだケース 程度進んだケース

ア 「新・予防給付」の創設．

１０％ ５％（ア）軽度者の重度化の防止

要介護２以上への移行を防止

する者の割合

▲２０％ ▲１０％（イ）軽度者に対する給付費用の効率化

（従来の給付費用からの減少割合）

イ 「地域支援事業」の導入．

２０％ １０％要支援・要介護状態となることを

防止する者の割合

（注）平成 、 年度については、両ケースとも介護予防の推進効果を低めに見込んでいる。18 19中重度
（要介護２～５）

軽　　度
（要支援・要介護１）

【介護予防の実施による要介護者等の推計（全国推計）】
　　　　　（注）合計が合わない年度は、端数処理の関係　　単位：万人

介護予防の推進

２００
（＋４０）

１６０

３１０
（▲１０）

３２０

２９０
（▲３０）

３２０

１６０

（＋２０）

１４０

２６０

２６０

２4０
（▲２０）

２６０

１８０

（＋３０）

１５０

２８０
（▲１０）

２９０

２６０
（▲３０）

２９０

ー

ー

ー

２００

－

２１０

予防
効果

現行

予防
効果

現行

予防
効果

現行

要支援

要介護１

要介護
２～５

平成
１６
年度

平成
２０

年度

平成

２３
年度

平成２６年度

地域支
援事業
（仮称）
対象者

非該当　　　要支援・要介護者

　「新・予防給付」の創設

軽度者に対する給付内容、
マネジメントシステムを介護
予防の視点から見直し

「地域支援事業（仮称）」の導入
要支援・要介護状態に陥るお
それがある者（高齢者人口の５％
程度）等を対象とした介護予防
事業の実施

－１０－



総合的な介護予防システムの確立

高 齢 者 現行制度

要介護認定

非該当 要支援・要介護
↓

市町村事業
①新予防給付が適切な者 ①以外の者

「非該当者」で
介護予防が
有効な者

新予防給付

要支援アセスメント

介護給付↓
介護予防 介護予防プラン

↓マネジメント
要介護１サービス利用

↓
再アセスメント

要介護２

要介護３

要介護４
一貫性・連続性のある

要介護５総合的な介護予防システム

－１１－



施設給付の見直し

在宅と施設の利用者負担の比較

一部負担　２.１万円
保険給付分

約３０．９万円

　一部負担５.６万円
（うち食費２.６万円）

食　　費　　約３.１万円

居住費用　　約５.２万円
（光熱水費を含む）

計　約３６.５万円

　 自己負担

約１０.４万円

保険給付分
約１８.７万円

支給限度額まで利用した場合
　 約３３.４万円

年金支給
基礎年金水準　６．６万円／月
　　⇒低所得者への配慮が必要
厚生年金水準　１６．８万円／月

食費、居住費用

計　約２９.１万円

高齢者
介
護
保
険
と
年
金
の
調
整

特養の場合在宅の場合

⇒保険外に

（注）単身の要

介護５の高齢者

について比較し

たもの

在宅と施設のバランス

－１２－



 ドイツ イギリス フランス スウェーデン アメリカ 

利用者負担 

食費・居住費

用、給付限度額

を超える部分

は、自己負担が

原則（※）。 
 
低所得者につ

いては、州の社

会扶助（公費）

が支給される。 

施設入所につ

いては、一定以

上の所得・資産

を有する者は

全額自己負担。

低所得者につ

いては、サービ

スを要する費

用の全部又は

一部を地方自

治体が負担。 
 
在宅について

は地方自治体

により異なる。 

施設における

食費・居住費用

は自己負担が

原則。 
 
低所得者につ

いては社会扶

助から支給。 

施設における

食費・居住費用

は自己負担が

原則。低所得者

には家賃補助

等を支給。 

メディケアで

は一定期間し

か給付されず

期間経過後は

全額自己負担。 
 
自己負担でき

ないと認めら

れる場合はメ

ディケイドで

対応。 

 
（※）徴収額は施設により区々であるが900～1,400ユーロ（１ユーロ＝130円で12万～18万円程度）

－１３－



－介護施設整備計画の考え方－

５０％以上

７０％以上

・３施設の個室割合　１２％

・特養の個室割合　　１５％
個室化の推進

７０％以上５９％

重度者への重点化

入所施設利用者に対す
る要介護４，５の割合　

　 多様な「住まい」の普及

　 →高齢者が安心して暮らせるよう、　
　 介護が付いている住まいを適切　
　 　に普及

・高齢者単身世帯の増加

・都市部の高齢化の急速な進行

・高齢期の住み替えに対するニーズ

多様な「住まい」の普及
の推進

３７％以下

（平成１６年度よりも１割引き下げ）

（利用者数：１０８万人）

　　　　　　　４１％

（利用者数：８７万人）

施設・居住系サービス

利用者の割合

要介護認定者数（要介
護２～５）に対する比率

平成２６年度平成１６年度

－１４－



介護給付費の見通し（各期平均・年額）－ごく粗い試算－

第４期

（平成21～23年度）
第３期

（平成18～20年度）
第２期

（平成15～17年度）
第５期

（平成24～26年度）

平成
　 1 5  1 6  1 7  1 8  1 9  2 0  2 1  2 2  2 3  2 4  2 5  2 6 　

年度

給付の効率化・
重点化を図る場
合

現行制度のまま
推移した場合

5.5兆円

7.2兆円

6.6兆円

6.5兆円

8.8兆円

7.8兆円

7.5兆円

10.6兆円

9.2兆円

8.7兆円

（ケースⅡ）

（ケースⅠ）

－１５－



　　介護保険制度における給付費及び第１号保険料の見通し－ごく粗い試算－

○　本試算は、介護保険制度の給付費の現状における見通しに基づき、介護保険制度改革の議論の
ベースとなるものとして、（１）「現行制度のまま推移した場合」と、（２）「給付の効率化・重点化を図っ
た場合」について、機械的に給付費及び第１号保険料（全国平均）の見通しを試算したものである。
　　　このうち、「ケースⅠ」は、介護予防対策が相当程度進んだケース、「ケースⅡ」は介護予防対策が
ある程度進んだケースである。

○　なお、介護保険制度改革においては、「被保険者・受給者の範囲」の在り方をめぐる議論が行われ
ているが、以下の試算は、それを踏まえたものではない。

１．介護給付費の見通し

［介護給付費（各期平均・年額）］

 
平成１５～１７年度

（第２期） 

平成１８～２０年度 

（第３期） 

平成２１～２３年度

（第４期） 

平成２４～２６年度 

（第５期） 

現行制度のまま推移した場合 ５．５兆円 ７．２兆円 ８．８兆円 １０．６兆円 

ケースⅠ 
６．５兆円 

（▲０．７兆円） 

７．５兆円 

（▲１．３兆円） 

８．７兆円 

（▲１．８兆円） 給付の重点

化・効率化 
ケースⅡ 

（▲０．１兆円）※
６．６兆円 

（▲０．６兆円） 

７．８兆円 

（▲１．０兆円） 

９．２兆円 

（▲１．４兆円） 

 
（注１）経済前提は、「社会保障の給付と負担の将来見通し（平成１６年５月）」に基づく
（注２）給付費には地域支援事業（給付費の概ね３％）を含む。
（注３）端数処理（四捨五入）により、給付費の差し引き額と（　）内の数値は一致しないことがあり得る。

※　上記の試算は、制度改革を平成１８年４月から実施するケースとして試算しているが、居住費用・食費の見直し
を平成１７年度中に実施した場合には、平成１７年度における給付費の縮減が一定程度（例えば、平成１７年１
０月実施で約１，３００億円）見込まれる。

－１６－



6 ,000  円

5 ,100  円

4 ,300  円

3 ,300  円

5 ,200円

4 ,500円

3 ,900円

4 ,900円

4 ,400円

3 ,900円

3 ,300円3 ,300円3 ,300円

3,000 円

4,000 円

5,000 円

6,000 円

第１号保険料（全国平均・各期平均１人当たり月額）の見通し－ごく粗い試算－

（保険料）
第　２　期

(平成15～17年度)

第　３　期

(平成18～20年度)

第　４　期

(平成21～23年度)

第　５　期

(平成24～26年度)

現行制度のまま
推移した場合

給付の効率化・重
点化を図る場合

保険料水準を現状
のままとした場合

（ケースⅠ）

（ケースⅡ）
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２．第１号保険料（全国平均）の見通し

（１）現行制度のまま推移した場合

○　第３期以降の介護保険料は、介護給付費の見通しと同程度の伸び（約２０～３０％） で上

　昇するものと見込まれる。

 
平成１５～１７年度

（第２期） 

平成１８～２０年度

（第３期） 

平成２１～２３年度

（第４期） 

平成２４～２６年度 

（第５期） 

現行制度のまま推移した場合 ３，３００円 ４，３００円 ５，１００円 ６，０００円 

 

（２）制度改正を行い、給付の効率化・重点化を図る場合

※　上記の試算は、制度改革を平成１８年４月から実施するケースとして試算しているが、居住費用・食費の見直しを
平成１７年度中に実施した場合には、第３期の保険料について更に一定程度の引下げが見込まれる。

 
平成１５～１７年度

（第２期） 

平成１８～２０年度

（第３期） 

平成２１～２３年度

（第４期） 

平成２４～２６年度 

（第５期） 

ケースⅠ 
３，９００円 

（▲４００円） 

４，４００円 

（▲７００円） 

４，９００円 

（▲１，０００円） 給付の重点

化・効率化 
ケースⅡ 

 
３，９００円 

（▲４００円） 

４，５００円 

（▲６００円） 

５，２００円 

（▲ ８００円） 
 

　○　給付の効率化・重点化の進展ケースに応じて、第３期以降の介護保険料の上昇は一定
　　限度に抑えられることが見込まれる。

　（参考）保険料水準を現状のままとした場合

○　仮に、介護保険料を現行水準（第２期の全国平均で１人当たり約３，３００円／月）のままとし

　た場合、結果として、利用者の負担水準の大幅な引き上げか、サービスの大幅な利用制限を

余儀なくされるおそれがある。
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「給付の効率化・重点化」が各市町村の保険料に及ぼす影響　－ごく粗い機械的計算－

○　各市町村によって介護保険料の水準はまちまちであり、「給付の効率化・重点化」

　の影響も異なる。

　　一定の仮定のもとで各市町村にあてはめてみると、施設給付の割合が比較的高い

　ところでは影響が早期に現れ、保険料の地域格差の是正に一定の効果が生じるもの

　と考えられる。

（※）実際には、各市町村の介護予防への取組状況等によって、この機械的計算と乖離が生じる可能性があることに

　　留意が必要。なお、この計算では、現行制度のまま推移する場合には各市町村の保険料は全国平均と同様に推移し、

　　制度改正の影響も、比較的軽度の要介護者等の給付の割合に応じて介護予防の影響が、施設給付の割合に応じて

　　施設改正の影響が、それぞれ全国平均と同様に生じるものと仮定して計算している。

②　各市町村の第Ⅲ期の保険料が制度改正(ｹｰｽⅠ)で減少する割合

y = -0.1193x - 0.0297

R
2
 = 0.8264

-16.0%

-12.0%

-8.0%

-4.0%

25.0% 50.0% 75.0% 100.0%

給付費総額に対する施設給付費の割合（平成14年度）

各
市
町
村
の
第
Ⅲ
期
の
保
険
料
が
制
度

　
改
正
（

Ⅰ
）

で
減
少
す
る
割
合
（

推
計
）

①　モデル的な市町村の保険料の見通し（月額,円）

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

1 2 3 4第Ⅱ期
（平成15～17年度）

第Ⅲ期
（平成18～20年度）

第Ⅳ期
（平成21～23年度）

第Ⅴ期
（平成24～26年度）

施設給付の割合の高い上
位30市町村の平均

施設給付の割合の低い
上位30市町村の平均

全国
平均

【注】それぞれのモデルあるいは全国平均の折れ線グラフは、上から順に、以下の通りである。
　○　現行制度のまま推移した場合
　○　制度改正のケースⅡ（介護予防対策がある程度進んだケース）
　○　制度改正のケースⅠ（介護予防対策が相当程度進んだケース）

▲13%程度

▲16～18%
　程度

▲15～16%
　程度

▲6～7%程度

▲8～11%
　程度

▲10～13%
　程度

－１９－



（参考）施設利用率と給付費水準の関係

○　施設利用率と平均給付額は、極めて強い相関関係が見られる。

施設利用率と高齢者１人当たり給付月額　平成15年10月

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県
山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県
静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府
兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県
岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
福岡県

佐賀県
長崎県

熊本県

大分県
宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国

R2 = 0.813

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

2.0% 2.5% 3.0% 3.5% 4.0% 4.5% 5.0%

施設利用率（施設利用者数／第１号被保険者数）

高
齢
者
１
人
当
た
り
給
付
月
額

出典：介護保険事業状況報告（平成１５年１０月）
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